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１．はじめに 

 本稿では、将来の都市構造についての比較検討に資す

る都市の将来像アセスメント技術の研究1)の一環で開発

した「都市の将来像アセスメントツール」の概要につい

て報告する。 

 

２．全体構造 

本研究でのアセスメントの大きな流れは、複数の施

策代替案の入力、入力に基づく将来の都市構造の予測と

予測結果等を元にした都市構造の評価、予測・評価結果

の表示に大別できる（図1）。 

 これらの一連の流れのうち、特に解析（予測や評価）

に当たる機能をモジュール化し、アセスメントツールと

して作成した。各モジュール間のデータのやりとりはフ

ァイルベースで行うことを基本とした。そのため、将来

のモデル改良や他のモデルとの組合せに対しても柔軟に

対応できるような全体構造とした（図2）。 

 以下では、将来都市構造予測モデルと将来都市構造評

価モデルの概要について述べる。 

  

３．将来都市構造予測モデル 

（１）モデルの基本とプロトタイプの作成 

施策代替案に対する将来の都市構造への影響を予測

するための将来都市構造予測モデルは、基本的には地方

公共団体等での活用を考え、都市計画基礎調査や国勢調

査、PT（パーソントリップ）調査等のゾーン別集計値を

入力とし、土地利用と交通の相互作用と調整速度の差異

（施策投入から実現までの時間的ラグ）に基づき、ゾー

ンごとの土地利用や交通の状況を逐次的に扱う集計型の

土地利用交通モデルをベースとしている（図3） 

このうち、土地利用モデルは、 

○利用可能な土地の容量は、総数が外生的に与えられる

都市経済学に言う閉鎖都市において、その下で各ゾーン

の立地需要量が決定され、この土地の容量に対する住居

と事業所の取り合いを基本 

○住居立地は人数・世帯主年齢を考慮したタイプ別世帯

を考慮 

○床ベースでの価格調整機能の導入（建物床の明示的な

取り扱い） 

という視点を元に、各サブモデルを作成した（図3）。 

一方、交通モデルは、総合交通体系調査で活用され

る４段階推計法を元にした。前述の通り土地利用モデル

では世帯ベースでの推計を行っているが、交通モデルと

の間では、世帯別人員テーブルを用いて人口に変換（図

 
図1 アセスメントの流れ（イメージ） 

 
図2 アセスメントツールの全体構造 

 
図3 将来都市構造予測モデルの基本構造 
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中：人口変換モデル）している。 

 これらを元に、初期版(プロトタイプ版)の将来都市構

造予測モデルを作成した（図4）。この段階では、全て

のゾーンサイズが1種類という前提を置き、事前に全て

のゾーンデータを1種類のゾーンサイズに合わせる作業

を必要とした。具体的には、ここでのゾーンサイズは、

PT調査の小ゾーンのサイズに必要となるゾーン別データ

そろえるように設定する仕様とした。 

（２）ゾーンサイズ調整機能の導入 

前述のプロトタイプ版のように、全てのゾーンを内

包するようなゾーンサイズとすることは、都市構造の大

まかな傾向を予測するには、安定的な方法であるといえ

るが、特に地方都市においてはPT小ゾーンと都市計画基

礎調査等ゾーンとは大きく異なる場合があり（図5）、

このことから施策設定における制約（即地的な土地利用

施策が導入しづらい）や感度が十分でないことが課題で

あった。 

このため、更なる実用性を考えた場合、設定するゾ

ーンサイズよりも詳細な都市施策（例えば、都心居住施

策や線引き等の土地利用関連施策等を想定）を適用する

場合等にも対応できるように、土地利用に関するゾーン

サイズと交通に関するゾーンサイズが異なる場合を取り

扱える仕組みを導入することにした。これを、ゾーンサ

イズ調整機能と呼ぶことにした。これにより、将来都市

構造予測モデルにおけるゾーンとしては、分析のための

ゾーン形状として、土地利用施策ゾーン、土地利用分析

ゾーン、交通分析ゾーンという３種類のゾーン形状と、

１種類の交通ネットワークを任意に設定できるようにな

った。土地利用ゾーンについては、施策設定や結果出力

のためのゾーンが比較的小さい場合、そのゾーン設定で

はキャリブレーションや計算実行の視点においてモデル

分析が困難となる場合があるため、土地利用施策ゾーン、

土地利用分析ゾーンの２種のゾーン形状を設定している。

交通施策は交通ネットワークに対して入力されるもので

あり、OD間の交通量や時間距離が規定される交通分析ゾ

ーンのみを対象としている。これらはモデルの仕様上必

要となる観点であるが、同時にモデルの複雑化を意味し

ている。そこで、将来都市構造予測モデルで用いるゾー

ンを整理してみると、必要となるゾーンサイズ調整機能

は７ケースになる（図6、図7、表1中の（）の番号）。 

 
図5 地方都市におけるゾーンサイズの例 
 

 
図6 ゾーンサイズ調整機能の整理 
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図4 将来都市構造予測モデルの構成 
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◆モデルへの施策入力時に発生する処理（複数年次を一

括処理） 

 (1)土地利用施策ゾーンから土地利用推計ゾーンへの変

換→用途指定、容積率、可住地面積等の土地利用施策に

関するデータや設定を、土地利用モデルの分析単位に変

換する。 

(2)土地利用施策ゾーンから交通推計ゾーンへの変換 

→用途地域面積、就学者分布を、交通モデルの分析単位

に変換する。 

◆モデルでのシミュレーション実行時に年次ごとに繰り

返し発生する処理 

(3)交通ネットワークから土地利用推計ゾーンへの変換

→交通モデルにおけるゾーン間所要時間を、土地利用モ

デルの分析単位に変換する。 

 (4)土地利用推計ゾーンから交通推計ゾーンへの変換 

→人口、従業者数に関する立地量データを、交通モデル

の分析単位に変換する。 

◆結果出力時に発生する処理（複数年次を一括処理） 

(5)土地利用推計ゾーンから土地利用施策ゾーンへの変 

換→世帯数、人口、従業者数、面積、地代等の土地利用

モデルによる分析結果を、土地利用施策ゾーン単位の出

力へ変換する。 

(6)交通推計ゾーンから土地利用施策ゾーンへの変換 

→交通モデルによるOD交通量の分析結果を、土地利用施

策ゾーン単位の出力へ変換する。 

(7)交通ネットワークから土地利用施策ゾーンへの変換

→交通モデルにおけるゾーン間所要時間を、土地利用施

策ゾーン単位の出力へ変換する。 

以上を踏まえて、将来都市構造予測モデルの土地利用と

交通のそれぞれのモデルの入出力に対応するゾーンサイ

ズ調整ケースが位置づけられた。さらに、ネットワーク

との処理である(7)以外のケースにおいては、異種のゾ

ーンサイズ間での空間的な包含関係が保証されることは

希であることから、こうした状況にも対応できるように、

各ゾーンの空間的差分をとった中間ゾーンを設定するこ

とにより、各ケースの一般化を図った（図7）。さらに、

対象データの種別（集計値、特性値、固有値）によりゾ

ーン変換時に必要とされる分割・統合処理が異なること

から、特に分配処理における分配係数の検討を行った。

 これらの検討を通じて、各調整ケースに対応した機能

を持つゾーンサイズ調整モジュールを将来都市構造予測

モデルの機能として作成・実装した。 

 

４．将来都市構造評価モデル 

（１）モデルの位置づけ 

前述の将来都市構造予測モデルによって出力される

施策群毎の将来の都市構造に対する評価を行うのが、将

来都市構造評価モデルと呼んでいる部分である。このモ

デルは、 

○将来都市像・施策群の代替案のもとらすメリット及び

デメリットを比較するための手がかりとなる指標 

○今後の人口減.等の諸制約の下でも持続可能な都市を

各地方都市のレベルで実現するための指標 

○長期的な視点から実現可能な中での目指すべき将来都

市像に近づいていくか否かを把握するための指標 

等を算出する機能を担っている。 

（２）将来の都市構造を「評価」する指標 

これまでにも、都市構造に対する評価手法といわれ

るものは様々な研究等の蓄積がなされてきているが、都

市マスタープラン等に代表される都市の将来計画におい

てはこのような指標やその数値はほとんど示されていな

いのも現実である。そのため、地方公共団体でのアセス

メントにおいて共通的に利用できるような評価指標群を

整理し、これらを算出するためのモジュールの開発を行

うことにした。 

まず、既往の取組や諸計画、関連研究等での指標を

参考に、評価指標の候補を抽出し、人口減少期にある地

方都市の将来都市構造案を比較・評価する上での活用可

能性について、将来都市構造の予測結果を基にする『予

測型のアセスメント』と、都市構造を政策決定（設定）

値として宣言する『宣言型のアセスメント』の２つの活

表1 ゾーンサイズ調整機能の各機能と役割 
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用方法の想定から検討した。 

これらの検討において整理できた指標は100を超えた

が、その中でもその上で指標候補の算定可能性を、宣言

型のアセスメント指標案については「土地利用」「夜間

人口・昼間人口の配置」「交通ネットワーク条件」を変

更することによって、算出値に違いが生じる指標か否か、

予測型のアセスメント指標案については、前述の将来都

市構造予測モデルで算出が可能かという観点からさらに

検討した2)。これらの検討結果や、各種計画や研究レビ

ューでの該当が複数あること、指標間のバランスなどを

踏まえて必要な指標を３０程度（表2）に絞り込んだ。 

さらに、将来の行政サービスコストについても、都

市構造の効率性や持続可能性を評価・判断する上で重要

であり不可欠な要素としてとらえ、その算定手法を検討

した。この検討では、将来都市構造実後にかかる維持管

理コストに限定した。検討にあたっては、地方公共団体

での検討状況の把握3)や既往の算定手法のレビュー4)よ

り、サービスの提供形態で「ネットワーク型」と「拠点

型」に分けた上で、今回のアセスメントツールに実装す

る具体的な算定手法について整理した（表2、表3）。 

以上の検討を踏まえて、各指標の算定モジュールを

作成し、将来都市構造予測モデルと連携して動作するよ

うなモジュールとして構築した。 

（３）将来都市構造や政策変数と指標の関係 

 以上で検討した各指標が、集約型の将来都市構造や政

策変数とどのような関係にあるのかを、作成したモジュ

ールと仮想都市を用いて検証した。ここでの仮想都市と

は、現実の20万～30万人都市の広がり具合を参考に、図

8に示すような1辺500ｍの各セル（ゾーン）を、東西南

北に20セル配置したグリッド状の都市を想定し、データ

セットとして作成したものである。 

 この仮想都市データセットを元に、現況趨勢パターン

と集約型パターンについて将来都市構造予測モデルから

の出力結果や政策変数の入力を可変させた際の、各指標

の応答を整理した（表4）。この表では、入力（将来の

都市構造の出力結果）に対する応答を矢印の向きと太さ

で表現している。 

 
図8 検証に用いた仮想都市（約30万人規模用）の概要 
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表2 将来都市構造評価モデルの各指標 

 

分野 小分類 指標名 モジュール化の内容

居住地属性別居住者数 属性条件合致ゾーンの夜間人口算出

一人当たり床面積
ゾーン別およびゾーン別人口による加重

平均値

居住費用
ゾーン別およびゾーン別人口による加重

平均値

所要時間
手段別トリップ長のトリップ数による加

重平均値

交通手段構成比 代表交通手段構成比

公共交通利用者数 公共交通（鉄軌道・バス）のトリップ数

交通施設アクセス
駅までの平均徒歩アクセス時間（人口加

重平均値）

混雑度
リンク別、方面別スクリーンライン、台

㎞加重平均

交通事故死傷者数 都市全体総数

都心等拠点アクセス
拠点（都心、生活拠点等）への平均アク

セス時間

インフラ 下水処理サービス人口比率 都市全体サービス人口比率

コミュニ

ケーション
居住者の属性構成バランス

高齢者人口割合、年少人口割合、ジニ係

数

帰宅困難者数
手段別時間距離が一定値以上条件の通

勤・通学トリップ数

広幅員道路密度
市街地面積に対する市街地内の４車線以

上道路延長比率

災害危険区域の戸数・居住

者数
災害危険区域の夜間人口、世帯数

医療 医療施設アクセス圏人口 拠点病院30分アクセス可能人口

CO2排出量（運輸部門） およびバスによるCO2排出量

CO2排出量（民生産業等部

門）
民生・産業部門からのＣＯ2排出量

大気汚染 NOx排出量 自動車部門によるＮＯx排出量

資源・エネ

ルギー
燃料消費量

運輸部門での燃料消費量（ガソリン換

算）、民生・産業部門での燃料消費量

（灯油換算）

活動量分布 従業者数 ゾーン合計値

時間短縮・定時性確保
トリップあたり移動時間、混雑度１以上

の道路リンク総台トリップ㎞

主要観光施設間アクセス 主要な観光拠点間の時間距離

経済効果 地価・地代・地価変動率
地代と土地利用面積の積による不動産資

産価値

施設 道路
除雪比を除く年間道路維持管理費（Ｂ

案）

訪問介護 訪問介護サービス給付費

公共交通 赤字路線バスに対する補助金額

小・中学校
適正規模を想定した学校数に対する固定

管理費、変動管理費

暮らし

住宅

交通

地球環境

産業活動

環境

活力

行政サービ

スコスト
サービス

防災
安全

表3 行政サービスコストの算定手法の整理 

 

少子高齢化 人口分布

（ゾーン別年

齢構成）

（ゾーン別人

口）

道路 ○
※１※２ － 都市計画区域面積

上水道 － 市街化区域面積

下水道 ○
※１ －

ごみ収集 ○
※３ －

訪問介護 ○ 要
※４

公共交通 ○
※５

○
※５ －

公園 ○
※２ － 整備水準

※６

小・中学校 ○
※７

○
※７ － 整備水準

※６

給食センター ○ ○ － 整備水準
※６

幼稚園 ○ ○ － 整備水準
※６

保育所 ○ ○ － 整備水準
※６

公民館 － 整備水準
※６

消防・救急搬送 － 整備水準
※６

※４　訪問介護サービス別の年齢階層別利用率と給付費の実績値

※５ 本研究では将来都市構造予測において使用している土地利用交通モデルから公共交通利用者数を

算出するため、少子高齢化や人口分布を導出できると解釈。

※６ 整備水準は関連法令やマニュアルで示されている適正な整備水準を満たすことを基本とするが、

自治体の実情に応じて弾力的に設定することも可能。

※７　学校規模に応じて一校あたり費用も変動。

自治体データ

の必要有無

政策値（政策変

数）として設定す

る項目

拠点型

※１　道路密度は可住地人口密度の関数として設定。下水道管渠延長は道路延長の一次式で設定。

※２　コスト原単位は「面積」「都市化度（DID人口／総人口）」「可住地人口密度」の関数として設

※３　コスト原単位は「都市化度（DID人口／総人口）」「可住地人口密度」の関数として設定

ネットワーク型

提供形態

将来都市構予測結果との連動

検討対象行政

サービス



これにより、実都市での偶然性や特異性に影響され

ない状況（仮定）下において、施策設定から評価までの

相互の関係の傾向を把握できた。このことは、さらに意

味のある（効果のある）施策設定（施策入力値の調整や、

より効果の高い施策群の組み合わせ）を考える上での基

礎的知見としても活用できる可能性がある。 

ただし、今回の検証においては、グリッド状の仮想

都市であるが故の課題もある。今回の仮想都市は中心部

のみに商業地域、外側に住宅地という単純な都市構造と

していたため、集約型の都市構造とすることで中心部に

従業者、郊外に夜間人口という職住分離傾向が強く生じ

た。また、都市形状が正方格子であるため、全体的に空

間距離が短く、そのためアクセシビリティに関する指標

は、実際の都市よりもアクセス性が高くなっている。実

際の都市においては多数の地域核・生活拠点を持つ複雑

な構造であるため、これらの観点については、入力に対

する応答が仮想都市とは異なる傾向となる可能性（（現

状では、相対的な関係はある程度整合的であるが、その

感度が異なる場合があることが実都市での検証の結果よ

り確認できている）もあり、継続的な検証が必要である

と考えている。 

 

５．おわりに 

 以上、本稿では都市の将来像アセスメントツールの開

発について報告した。 

現状では、一連のシミュレーションを実用時間内で

実施できる段階にはなったものの、未だ代替案の設定、

パラメータ推定やデータ出力結果の処理などにおける簡

便化等が図れていない段階である。そのため現段階では、

地方公共団体等のみでの実運用は困難であるものの、ア

セスメントの体系化（都市の将来都市構造に対する計画

支援技術）の基礎となるアセスメントツールを作成でき

たものと考えている。 

今後の課題としては、モデル自体の改良や指標とそ

の算定手法（特に、将来の都市構造の実現にかかるコス

トの算定手法）の改良・追加等の検討を引き続き行うと

ともに、インターフェース部分の強化、そして結果を代

替案にフィードバックしていくような機能（SEA等にお

けるスコーピングのイメージ）の追加等があげられる。

また関連して、机上検証に対してより適した仮想都市デ

ータセットの作成方法の検討等があげられる。 

 

 なお、本稿でのアセスメント、そのツール等について

は、研究段階の検討の一部を著者らの責任でまとめたも

のであり、国土交通省及び国土技術政策総合研究所とし

ての見解を示すものではない。 
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表4 将来都市構造や政策変数と指標の関係 

 

分布 分担
ゾーン別
夜間人口
（年齢別
含）

ゾーン別
従業者数

ゾーン別
世帯数

ゾーン別
用途別延
べ床面
積・敷地
面積

ゾーン
別地代
（住宅・
商業）

ゾーン
間手段
別時間
距離表

ゾーン
別駅ア
クセス
徒歩時
間

分布（目
的別手
段別OD
表）

分担 リンク長
（種類
別・所在
別）

リンク旅
行速度・
混雑度

リンク
交通量

その他設定値

夜間人口
が増加す
ると

従業者数
が増加す
ると

世帯数が
増加する
と

延べ床面
積利用量
が増加す
ると

地代が
高くなる
と

時間距
離が長
くなると

駅アク
セス徒
歩時間
が長くな
ると

長距離・
郊外間
ＯＤの交
通量が
増加す
ると

自動車
分担率
が上昇
すると

リンク長
が長くな
ると

旅行速
度が上
昇すると

交通量
が増加
すると

居住地 都心周辺居住者数 － －
住宅質 一人当たり床面積 ● － ↑ ↑
居住コスト 一人当たり居住費用 ● － ↑ ↑

手段別所要時間 ○ ↑ ↑
目的別所要時間 ○ ↑ ↑ ↓
交通手段構成比（自動車以外
の割合）

● ↓ ↑

公共交通利用者数 ● ↓ ↑
交通施設アクセス（最寄駅ア
クセス徒歩時間）

● － ↑ ↓

渋滞 道路混雑度 ○ － ↓ ↑ ↓
交通事故 交通事故死傷者数 ○ ↑ ↑ － 種級区分別事故率
アクセシビリティ都心等拠点アクセス ● － ↑ ↓
上下水 下水処理サービス人口比率 ● － 下水道サービスゾーン
公園・緑地 一人当たり公園・緑地面積 ● ★外生値

コミュニ
ケー

コミュニティ
居住者の属性構成バランス
（高齢者人口割合）

● －

帰宅困難者数 ● ↑ ↑
消防活動困難地の居住者数 ● － 消防活動困難地域のゾーン
消防・救急現場到着時間 ● － ↑ ↓
広幅員道路密度 － ↑ ↓ ↓ 市街地面積
災害危険区域の戸数・居住者
数

● － － 災害危険区域のゾーン

医療 医療 医療施設アクセス圏人口 ● － ↑ ↑ 医療施設のゾーン設定
運輸部門のCO2排出量 － ↑ ↓ ↑
民生部門のCO2排出量 ● ↑
みどりのＣＯ2固定量・吸収量 － ★緑地面積は外生値

大気汚染 排出量 NOx排出量 － ↑ ↓ ↑

運輸部門の燃料消費量 － ↑ ↓ ↑
民生部門の燃料消費量 ● ↑

活動量分
布

産業 従業者数
● ↑

生産物流コスト トリップ平均所要時間 － ↑ ↑ ↓
商業 中心市街地来街者数 － ↓ ★モニタリング指標

観光
主要観光施設間アクセス（自
動車所要時間）

－ ↑ 観光地ゾーンの設定

経済効果 土地価格 地代合計 ● ↑
－ ↑
● ↑ ↑ ↓ 地域分布は人口分布の関数

公共交通 （バスの経営補助金） － ↑ ↑ － －
● ↑ ↑小中学校

学校配
置学校
を新設
すると

道路網
（延長・
種級）道
路整備
を進める

と

公共交
通網

（駅・延
伸）新駅
など公
共交通
を強化
すると

容積・建
坪容積
率を緩
和（上
昇）する

と

市街地
面積市
街地面
積が拡
大すると

インフラ

行政サービス
コスト

道路
訪問介護

産業活動

活
力

★緑地面積は外生値

資源・エネ
ルギー

燃料

自然・森
林・生態
系

緑被 緑農地比率
－

環
境 地球環境 地球温暖化

安
全

防災 防災

公共交通
交通

交通特性

暮
ら
し

住宅

ゾーン
別に評
価可

指標小分類中分類

土地利用モデル 交通モデル 政策変数
人口・世帯 土地・床面積 所要時間 配分（自動車交通）

大
分
類
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